
 

 

 

 

①令和元年度国民健康保険特別会計決算見込みについて 
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歳入総額 7,742,716 千円
歳出総額 7,723,157 千円 翌年度繰越金 19,559千円（直診施設操出金）
歳入歳出差引額 19,559 千円 単年度収支      0千円

「歳入内訳」 △は減を示す（単位：千円） 「歳出内訳」
予算現額
（Ａ）

前年度比
(％)

予算現額
（Ｃ）

差引額
（Ｄ）-（Ｃ）

前年度比
(％)

1,432,242 95.5% 149,197 △ 13,780 82.9%

5,393,194 100.5% 5,292,191 △ 18,408 99.4%

1,200 84.1% 2,114,118 △ 3 110.7%

915,290 103.2% 4 △ 3 100.0%

10,000 8.3% 90,533 △ 16,218 103.0%

45,349 159.0% 1,200 △ 1,025 84.1%

500 △ 173 142.2%

148,566 △ 23,542 42.9%

966 △ 966 -

7,797,275 98.7% 7,797,275 △ 74,118 99.7%

「基金の状況」

※基金については、今後の医療費増加に伴う保険税抑制や子ども減免に伴う所得割税率及び賦課限度額の引き上げに係る負担緩和など、活用を検討する。

（単位：千円）

歳 入 合 計 7,742,716 △ 54,559 歳 出 合 計 7,723,157

予 備 費 0

諸 支 出 金 125,024

公 債 費 327

諸 収 入 58,610 13,261 基 金 積 立 金 175

繰 越 金 10,000 0

繰 入 金 822,181 △ 93,109 共 同 事 業 拠 出 金 1

保 健 事 業 費 74,315

財 産 収 入 175 △ 1,025
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

2,114,115

県 支 出 金 5,433,707 40,513 保 険 給 付 費 5,273,783

総 務 費 135,417国 民 健 康 保 険 税 1,418,043 △ 14,199

名　　称
決算見込額

（Ｂ）
差引額

（Ｂ）-（Ａ）
名　　称

決算見込額
（Ｄ）

△は減を示す（単位：千円）

平成30年度末 令 和 元 年 度 積 立 金 令 和 元 年 度 令和元年度末 令 和 元 年 度
現 在 高

の 取 崩 額

1,270,334 92,783 175 202,067 1,161,225 37,905

(31年3月31日) 取 崩 額 (2年3月31日)

令和元年度末
現 在 高
(2年5月31日)

1,123,320

剰 余 金 積 立
額

積 立 額
現 在 高 出納整理期間
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〔参考〕決算見込みの状況

〔参考〕決算見込みの状況「歳入」 「歳出」

保険税 総務費

県支出金 保険給付費

繰入金 国保事業費納付金

繰越金 保健事業費

その他 諸支出金ほか延滞金、第三者納付金などの諸収入など 負担金償還金等の精算や一般会計への繰戻しなど

前年度からの繰越金 被保険者の健康保持増進の事業費

国保加入者からの税金 国保事業運営の人件費、事務費など

県からの負担金、補助金 保険で給付した医療費、出産費、葬祭費など

一般会計からの繰入金 保険給付等に充てられる県への納付金

保険税
18%

県支出金
70%

繰入金
11%

繰越金
0%

その他
1%

（県支出金内訳）

普通交付金 68％

特別交付金等 2％

総務費
2%

保険給付費
68%

国保事業

費納付金
27%

保健事業費
1%

諸支出金ほか
2%
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※被保険者数は３月～２月間の平均人数 　　調定額：市が納税者に対して通知した納付すべき税額のこと
※１人当たり給付費は医科・歯科・調剤・柔道整復等の年間給付費総額 　　収納額：現実に納付された額のこと
  (保険者負担分)を平均被保険者数で除したもの 　　収納率：調定額に対する収納額の割合のこと

318,484円

337,639円
343,655円340,724円

347,074円

363,637円

18,947人
18,041人

16,926人

15,867人
15,203人

14,430人

240,000円

280,000円

320,000円

360,000円

400,000円

440,000円

1,000人

3,000人

5,000人

7,000人

9,000人

11,000人

13,000人

15,000人

17,000人

19,000人

21,000人

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

「被保険者数と１人当たり給付費」の推移

一人当たり給付費 被保険者数

被保険者数が減少している。令和元年度も一人当たり給付は増加し
ており、今後も増加する傾向。

2,101

1,972
1,878

1,797

1,442
1,376

1,923

1,814
1,737

1,669

1,336
1,281

91.56 91.98 92.49 92.90 92.62 93.05 

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

収納率百万円

「調定額・収納額・収納率」の推移

保険税（調定額） 保険税（収納額）

収納率は平成30年度は減少したが、数年単位では増加傾向。
しかし被保険者数の減少等により保険税収納額は年々減少。

給付費前年度比延び率 (6.01%) (1.78%) (△0.85%) (1.86%) (4.77%)
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区分

173,460円 176,074円 169,802円 173,324円 188,069円 2,614円 -6,272円 3,522円 14,744円

121,662円 126,165円 129,894円 133,458円 133,681円 4,503円 3,730円 3,564円 223円

22,346円 23,498円 22,630円 22,889円 23,720円 1,152円 -869円 260円 830円

317,468円 325,737円 322,326円 329,672円 345,470円 8,268円 -3,411円 7,346円 15,797円

73,129円 70,471円 70,775円 68,750円 69,723円 -2,658円 304円 -2,025円 973円

10,999円 10,967円 10,613円 10,543円 10,790円 -31円 -354円 -70円 248円

809円 830円 819円 1,300円 1,419円 22円 -11円 481円 118円

402,405円 408,006円 404,534円 410,265円 427,402円 5,601円 -3,472円 5,732円 17,137円

2,130円 2,065円 2,067円 2,086円 2,124円 -65円 3円 18円 38円

404,535円 410,071円 406,601円 412,351円 429,526円 5,536円 -3,469円 5,750円 17,175円

国保連支払帳票（年計）一般および退職累計から

101.4% 104.2%

療 養 の 給 付 計
（ｅ） 

（ａ）＋（b）＋（c）＋（ｄ）

療 養 費 （ｆ）

　年度

　種別

診

療

費

入 院

入 院 外

歯 科

小　　計 （ａ）

入院時食事療養費 （ｃ）

訪 問 看 護 （ｄ）

１ 人 当 た り 費 用 額

対 前 年 比

平成28年度
1人当たり費用額

(費用額/(h))

95.1%

16,926人

101.4%

調 剤 報 酬

1人当たり
費用額差引
(R1－H30)

平成30年度
1人当たり費用額

(費用額/(h))

令和元年度
1人当たり費用額

(費用額/(h))

97.2% 98.9%

15,203人 14,430人

区分別1人当たり費用額の推移

平成27年度
1人当たり費用額

(費用額/(h))

100.5%

18,041人

-

1人当たり
費用額差引
(H28－H27)

1人当たり
費用額差引
(H29－H28)

1人当たり
費用額差引
(H30－H29)

93.0%

15,867人

平成29年度
1人当たり費用額

(費用額/(h))

99.2%

総 合 計
（g）

（ｅ）＋（ｆ）  

費 用 額

対 前 年 比
年間平均被保険者

（ｈ）
（一般＋退職）

（ｂ）
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疾病別医療費（大分類） 入院分一人当たり医療費　　平成30年度・令和元年度比較

（単位：円）

Ｈ３０ R１ 差額（R１－Ｈ３０）

新生物 29,933 31,125 1,192

精神及び行動の障害 25,807 26,581 774

循環器系の疾患 23,142 26,891 3,749

神経系の疾患（※１） 18,669 19,049 380

損傷、中毒及びその他の外因の影響（※２） 11,325 12,843 1,518

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 2,562 725 -1,837

筋骨格系及び結合組織の疾患 14,495 18,014 3,519

その他 45,321 45,606 285

合計 171,254 180,834 9,580

資料：ＫＤＢシステム

※１　代表的なものとしてアルツハイマー病、パーキンソン病、てんかん、脳性麻痺、自律神経系、等

※２　代表的なものとして骨折、頭蓋内損傷や内臓の損傷、等
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〔参考〕被保険者の年次推移

【被保険者の状況】
被保険者世帯数 被保険者数 加賀市の世帯数 被保険者割合

10,285世帯 16,195人 28,969世帯 35.50% 23.70%

9,961世帯 15,460人 29,045世帯 34.30% 22.88%

9,638世帯 14,719人 29,163世帯 33.05% 22.01%

9,333世帯 14,178人 29,093世帯 32.08% 21.51%
※翌年度4月1日現在

【被保険者異動状況】（事由別増減）
転入 社会保険離脱 生活保護廃止 その他増 合計①

381 1,684 17 260 2,387

448 1,711 16 191 2,404

479 1,712 17 219 2,470

504 1,719 17 249 2,525

転出 社会保険加入 生活保護開始 その他減 合計② ① - ②

331 1,943 46 375 3,685 ▲ 1,298

344 1,570 31 309 3,139 ▲ 735

434 1,512 31 328 3,211 ▲ 741

485 1,317 41 387 3,066 ▲ 541

※事由「その他」は主に世帯分離などの住民票の異動に伴うもの

H30年度末 107 799

後期高齢者加入

H29年度末 784101

死亡

H28年度末 114 876

（資格喪失）

38 0

6

H29年度末

3

R元年度末

H28年度末

H28年度末 39

H29年度末

（資格取得）

H30年度末

R元年度末

68,336人

67,571人

65,925人

66,869人

32 4

R元年度末 99

加賀市の人口 加入世帯割合年度区分

後期高齢者離脱出生

737

H30年度末 40

0 1,000 2,000 3,000 4,000

H28年度末

H29年度末

H30年度末

R元年度末

人

（資格取得） 転入

社会保険離脱

生活保護廃止

出生

後期高齢者離脱

その他増

0 1,000 2,000 3,000 4,000

H28年度末

H29年度末

H30年度末

R元年度末

人

（資格喪失） 転出

社会保険加入

生活保護開始

死亡

後期高齢者加入

その他減

毎年減少中
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○減免の対象となるのは、国民健康保険に加入する18歳未満の子どもです。

（賦課期日は毎年度4月1日。令和元年度については、平成13年4月2日以降に生まれた方が対象となります。）

○令和元年度の子ども減免の状況（令和2年3月末）

軽減非該当世帯 403世帯 656人 7,352,348円

2割軽減世帯 106世帯 183人 2,252,051円

5割軽減世帯 125世帯 233人 1,836,408円

7割軽減世帯 146世帯 228人 1,008,775円

合計 780世帯 1,300人 12,449,582円

（年度内の資格異動や一部賦課限度額に該当する世帯があることから、減免対象の子ども数×減免額＝減免額とはなりません）

○ 減免後の額が賦課限度額（年間で医療分54万円・支援金分19万円）を超えている場合は、賦課限度額が税額となります。
そのため、子どもの均等割額減免を適用しても国保課税額が減額とならない世帯がありました。

※国保税額が減額とならない例（子ども一人の場合）

子ども一人当りの
減免額（年）

18,250円　（36,500×1/2）

14,600円　（36,500×(1-0.2)×1/2）

  9,125円　（36,500×(1-0.5)×1/2）

  5,475円　（36,500×(1-0.7)×1/2）

１８歳未満の子どもに係る国民健康保険税の均等割額の減免
（子ども減免）について

加賀市では、子育て世帯の負担軽減を図るため、平成30年度より国民健康保険に加入する子どもに係る均等割額減免を
実施しています。

○減免の対象となる子どもについて、低所得者に対する軽減（均等割の２割・５割・７割軽減）算定後の均等割額の２分の１を減免しました。

対象世帯数 対象の子ども数 減免額

⑴子ども減免前 ⑵子ども減免後

課税額は賦課限度額の73万円

⑴⑵どちらの場合も、国保課税

額は賦課限度額の73万円となり

ます。

国保税賦課限度額
73万円

国保税賦課限度額
73万円

子ども減免があっても賦課限度額以上のため

課税額は賦課限度額の73万円

子ども減免分
18,250円

国保算定税額

76万円

（76万円-子ども減免分）

74万1,750円
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・その他の保健事業

※置き換え率は、後発医薬品のある先発医薬品及び後発医薬品を分母とした後発医薬品の数量シェアとなります。

◎禁煙外来助成事業の状況

41千円

4人

※置き換え率の目標値は、H27.6の閣議決定によりH29年なかばには70％以上とするとともに、遅くともR2年度末には80%
   とするように定められました。（以前はH30.3末までに60%の目標値）

2人対象者数

助成額

◎ジェネリック医薬品の利用状況


平成29年度 平成30年度 令和元年度

3人

18千円20千円

58.2%

61.5%

64.0%
66.2%

68.7%

71.5%
72.5% 72.6% 73.3%

76.7% 76.7%
78.8% 79.0% 79.8%

81.0% 81.2%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H27.3 H27.7 H27.11 H28.3 H28.7 H28.11 H29.3 H29.7 H29.11 H30.3 H30.7 H30.11 H31.3 R1.7 R1.11 R2.3

置き換え率
(数量ベース)

R２中ばまでに70%

達成

R３．３までに80%
目標値
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◎人間ドック助成事業（令和元年度実績）

年度別の状況 年代別の受検者内訳

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 人数 構成比

受検者数 358人 346人 351人 380人 20代 1(0) 0.2%

受検率
（受検者数/平均被保数）

2.1% 2.2% 2.3% 2.6% 30代 6(4) 1.5%

助成額計 10,178千円 9,894千円 10,138千円 11,114千円 40代 26(7) 6.9%

１人当たり助成額 28,429円 28,595円 28,884円 29,248円 50代 38(16) 10.0%

60代 159(88) 41.9%

70代 150(85) 39.5%

コース別の費用 男女別の受検者割合

加賀市医療センター 石川病院 久藤総合病院 検査費用（税抜き） 助成額 人数 構成比

○ ○ 36,000円 27,000円 男性 197人 51.8%

○ 61,000円 45,750円 女性 183人 48.2%

○ 41,400円 31,050円

○ 30,800円 23,100円

○ 38,000円 28,500円

○ 29,000円 21,750円

○ 49,500円 37,125円

○ 42,500円 31,875円

○ ○ 50,000円 37,500円

半日ドック

1泊2日ドック

女性セット（半日）

男性セット（半日）

呼吸器セット

循環器セット

通院ドック（女）

通院ドック（男）

脳ドック

(リピーター数)
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